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第33回定時株主総会招集ご通知に関しての
インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

株式会社アルテ サロン ホールディングス

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.arte-hd.com）に掲載することにより、株主の皆様に
提供しているものであります。

表紙
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業務の適正を確保するための体制
　当社及び当社子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という）は、すべて
のステイクホルダーからの信頼を得て企業価値向上を実現するために、「コンプライ
アンスの確保」「財務報告の信頼性の確保」「業務の有効性・効率性の確保」及び「資
産の保全」に努め、事業活動を行ううえで生じるリスクを把握し、適切に対応する体
制（内部統制システム）を構築・整備し、運用する。
　本方針は、会社法第362条第４項「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める
体制の整備」に基づき、グループ全体として内部統制システムの整備のために取り組
む活動の基本を定める。
①　当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制
イ　当社グループの取締役及び使用人が、法令及び定款に適合するとともに、健全

かつ適正に意思決定を行い、職務を執行するため、「アルテグループ企業行動憲
章」及び「アルテグループ行動規範」を制定する。

ロ　当社グループは、「アルテグループコンプライアンス規程」の定めに基づき、
コンプライアンス委員会を設置し、当該委員長はグループ全体のコンプライアン
スの重要事項について、取締役会及び監査役会へ迅速かつ適正に報告する体制を
構築する。

ハ　当社グループは、「アルテグループ・ヘルプライン（内部通報窓口）」を設置・
運営し、法令違反等の早期発見・是正に努める。

ニ　コンプライアンス研修等を継続的に実施することにより、コンプライアンス意
識の醸成を行い、グループ全体の法令遵守体制を確立する。

ホ　内部監査部門として、社長直属の組織である内部監査室を当社内に設置し、当
社グループにおける法令及び社内規程等への準拠性、管理の妥当性、有効性の検
証を目的とした内部監査を行う。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書その他職務の執行に関わ

る重要文書を「文書管理規程」に則り、適切に管理する。
ロ　取締役・監査役及び内部監査室は、これらの文書等を必要に応じて閲覧できる。
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ハ　当社グループは、「アルテグループ情報セキュリティ規程」に情報セキュリテ
ィに関する行動規範を定め、情報セキュリティ委員会を設置する。

ニ　情報セキュリティ委員会は、情報に対する適切な管理を重要な経営課題として
認識し、情報セキュリティを確保する体制を構築する。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　理美容業及び理美容フランチャイズチェーンの経営等を行っている当社グルー

プは「お客さまの安全」をリスク対策における最重要課題とする。
ロ　業務執行に係る総合的なリスク管理(ERM)を目的として、「アルテグループリ

スク管理規程」を制定する。
ハ　リスク管理委員長、委員及び当社子会社のリスク対策責任者で構成するリスク

管理委員会を設置する。
ニ　リスク管理委員会は、「アルテグループリスク管理規程」に定める方針に基づ

き、リスクの予防と低減のための活動及び危機発生に備えた体制の中核的な役割
を担う。

ホ　重大な危機が発生した場合には、社長を本部長とする危機管理本部を速やかに
立ち上げ、危機への対応とその速やかな収拾に向けた活動を行う(危機管理とクラ
イシス・コミュニケーション)。

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
イ　当社グループは、取締役会を原則として毎月１回開催するほか必要に応じて随

時開催し、経営に関する重要な事項を審議及び決議する。
ロ　当社グループの取締役会は全社的な目標を定め、業務執行取締役はその目標達

成に向け、各部門の目標設定や予算管理、具体策等を立案・実施し、業務執行の
責任を負う。

ハ　当社取締役会は、取締役会の意思決定の迅速化及び監督機能の強化をはかるた
め、経営戦略会議を設置し、業務執行に関する事項や取締役会での決議事項を事
前に経営戦略会議で審議する。経営戦略会議は原則として毎月２回開催する。

ニ　当社グループの組織及び職務分掌については、「組織規程」「職位規程」及び
「職務分掌・職務権限規程」に定め、各職位及び職務分掌の基本的な職能及び相
互関係を明らかにする。
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⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ　当社取締役会は、当社グループ全体の内部統制システムの構築を図るため、内

部統制システムに関する基本方針として｢業務の適正を確保するための体制｣を制
定する。

ロ　当社に当社子会社の内部統制の諸施策に関する担当組織を設け、当社と当社子
会社間での協議、情報共有、指示及び伝達等が効率的に行われる体制整備を行う。

ハ　「アルテグループコンプライアンス規程」に基づき、グループ全体でコンプラ
イアンス体制を構築する。

ニ　当社グループの取締役及び使用人は、グループ全体の価値に重大な影響を与え
る恐れのある事象を発見したときは、通常の報告経路を有効に用い、迅速かつ正
確に情報伝達する義務を有する。さらに、通常の報告経路が機能しない場合は、
それとは独立した別の伝達経路「アルテグループ・ヘルプライン」等を用いて、
情報伝達する義務を有する。

ホ　グループのリスクについては、リスク管理委員会が統括し、グループ全体でリ
スクの発見、予防、対策等の管理に努める。当社子会社は、重大な危機が発生し
た場合には、直ちにリスク担当責任者を通じて、リスク管理委員会に報告し、当
社は事案に応じた支援を行う。また、当社子会社は、当社と連携しながら、独自
の危機管理体制についても整備を進める。

ヘ　当社グループは、会長執行役員、社長執行役員、専務執行役員及び一部の常務
執行役員を構成員とするグループ戦略室会議を適宜開催し、当社グループのビジ
ョン、経営方針及び経営情報の共有化等を行う。

ト　経営戦略会議は、当社の役付執行役員と子会社社長を構成員とし、グループ戦
略室会議で決定された当社グループ経営方針に基づき、その執行に関する協議及
び経営情報の共有化等を行う。

チ　当社の監査役会は、当社子会社の監査役と定例会議を行い、グループ全体の監
査役監査の充実・強化を図る。

リ　当社は、「関係会社管理規程」に基づいて当社子会社の業務の主管部署を定め、
当社子会社を管理する体制とする。また当社子会社は、業務及び取締役等の職務
の執行の状況を定期的に取締役会及び経営戦略会議に報告する。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項
　監査役から求めがあった場合には、必要・目的に応じ専門性を有する使用人に、
これを専任あるいは兼務させる。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び実効性に関する
事項
　監査役が自らの職務を、専任あるいは兼務にて補助させる場合、使用人の人事異
動、人事評価、懲戒処分等の決定は、監査役会の同意を必要とすることとし、取締
役からの独立性を確保する。
　当該使用人は監査役の指揮命令に従うこととし、他部署の業務を兼務する場合は、
監査役に係る業務を優先する。

⑧　当社グループの取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制その他監
査役への報告に関する体制
　当社グループの取締役は以下に定める事項を監査役に報告する義務を有する。
イ　会社の意思決定に関する重要事項
ロ　当社またはアルテグループに著しい損害を及ぼす恐れのある事項
ハ　取締役・使用人の職務執行に関する不正行為または法令・定款に違反する重大

な事項
ニ　コンプライアンス及び総合的リスク管理(ERM)に関する重要事項
ホ　上記の他、監査役の職務遂行上必要があると判断した事項
ヘ　内部監査の監査計画及び監査結果
　なお、当社及び当社子会社の使用人はロ、ハ、ニ、ホに関する重大な事項を発見
した場合は監査役に直接報告することができる。

⑨　監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
　当社グループは、監査役に報告した者に対して、当該報告をしたことを理由とし
て、解雇、降格等の懲戒処分や、配置転換等の人事上の措置等いかなる不利益な取
扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底す
る。
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⑩　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事
項
　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または償還の請求をしたときは、当該監査役の職務の
遂行に必要でないと認められた場合を除き速やかに処理を行う。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役に対して以下の事項を行う権限を確保する。
イ　当社グループの各取締役及び重要な使用人からの必要に応じた意見聴取
ロ　当社グループの取締役、外部監査人との定期的な会合
ハ　内部監査室との連携
ニ　グループ会社の調査等の実施
ホ　アドバイザーとして独自に選定した弁護士・公認会計士等の外部専門家との連

携
⑫　当社グループの財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制シ
ステムを構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・
改善に努める。

⑬　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社グループは、反社会的勢力による被害を防止するため「アルテグループ行動
規範」、「アルテグループ反社会的勢力等への対応に関する基本方針」及び「反社
会的勢力・関係遮断マニュアル」を制定し、反社会的勢力に対しては毅然とした態
度で臨み、一切の関係を遮断することを基本方針とする。

業務の適正を確保するための体制の運用状況
　業務の適正を確保するための体制の運用状況については以下のとおりです。
①　当社グループの管理体制

　当社は「関係会社管理規程」に基づき、各子会社に関する業務毎に主管部署を定
め、各子会社との情報の共有や指示の伝達を行い、グループ管理の実効性を確保し
ております。また当社の取締役は、各子会社の取締役会等の重要会議に適宜出席し、
業務の執行状況の把握や、適切な指摘・助言に努めております。
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②　リスク管理体制
　当社グループの経営に重大な影響を及ぼす様々なリスク管理のため、リスク管理
委員会を適宜開催し、リスクの把握・分析、リスクを未然防止するための対応強化
策を立案し、取締役会等へ報告を行い、各子会社に主体的なリスク管理の実行を進
めています。

③　コンプライアンス体制
　コンプライアンス委員会を適宜開催し、グループのコンプライアンスに関わる取
り組みの推進やコンプライアンス・マニュアルの制定等を行い、当社グループの全
社員向けに「アルテグループ企業行動憲章」及び「アルテグループ行動規範」に定
める法令、定款及び企業倫理に則った行動を周知徹底しております。

④　情報セキュリティ体制
　「文書管理規程」に基づき、経営会議資料や意思決定書類等の重要書類は、当社
の取締役により適切に保存、管理されており、監査役及び内部監査室による監査を
受けております。また、情報セキュリティ委員会を定期開催し、「情報機器管理規
程」の見直しや、グループ全社員を対象とした情報機器取扱い研修会を実施し、グ
ループ全体の情報セキュリティ意識の向上に努めています。

⑤　財務報告に係る内部統制
　財務報告の信頼性の確保のため、グループ各社を構成員とする内部統制チームを
組成し、業務処理統制の実施・評価を行っております。その結果については、内部
監査室の独立的評価を受け、取締役会及び監査役会に報告しております。

⑥　反社会的勢力排除の体制
　新規取引先との契約締結に際しては、反社会的勢力排除に関する誓約書の締結を
推進し、反社会的勢力との関係遮断に努めています。また当社グループ内に不当要
求防止責任者及び反社会的勢力対応部門を定め、反社会的勢力排除に関する取り組
みや、警察等外部との協力関係の構築に努めております。

⑦　監査役による監査体制
　当社の監査役は、当社及び各子会社の主要な会議への出席や、稟議書等の経営資
料を常時閲覧することにより、業務の執行状況や経営判断の妥当性、内部統制シス
テムの運用状況等の監視・監督に努めています。また取締役及び使用人より適宜ヒ
アリングを行うことにより、監査の実効性を図っております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　６社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社アッシュ

株式会社ニューヨーク・ニューヨーク
株式会社スタイルデザイナー
株式会社Ｃ＆Ｐ
株式会社東京美髪芸術学院
株式会社ダイヤモンドアイズ

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　　　　　２社
・非連結子会社の名称　　　　　　Arte Straits Holdings Pte.Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＥＪ
・連結範囲から除いた理由　　　　　上記の非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。

（２）持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・持分法非適用非連結子会社の数　　２社
・持分法非適用非連結子会社の名称　Arte Straits Holdings Pte.Ltd.
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＥＪ
・持分法を適用しない理由　　　　　上記の非連結子会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法適用範囲から除外して
おります。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（４）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商品　　　　　　　　　　　　月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しており
ます。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用してお
ります。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　２年～40年
　工具、器具　　２年～10年
　及び備品

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウェア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。
・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

－ 8 －
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ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。

ハ．株主優待引当金　　　　　　　株主優待制度に基づく発生に備えるため、翌連結会計年度以
降の利用により発生すると見込まれる額を計上しております。

④　退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における見込額に基づき計上しております。
なお、当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職
給付費用の計算に簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法）を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段　…　金利スワップ

ヘッジ対象　…　借入金の利息
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引

を行っており、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針
であります。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価
を省略しております。

－ 9 －
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⑦　のれんの償却方法及び償却期間　のれんの償却については、その効果が発現する期間を合理的
に見積り、合理的な期間（５年～10年）で定額法により償却
しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。
２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はございません。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はございません。

４．会計上の見積りの変更に関する注記
（会計上の見積りの変更）
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、従来、株主優待引当金は株主総会後申込基準日時
点から発生すると見込まれる金額を引当金計上としていましたが、2018年12月末実施優待制度変更
から２年が経過し、申込・利用状況に関する実績を新たに入手することが可能となったため、当連結
会計年度末より、優待権付与基準日である期末日現在において発生すると見込まれる金額を計上する
方法に変更しております。
　これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益がそれぞれ28,392千円減少し、税金等調整
前当期純損失が28,392千円増加しております。

５．連結貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 4,631,449千円
　　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

（２）偶発債務
該当事項はございません。

（３）関係会社株式
　　投資有価証券　　10,000千円

－ 10 －
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（４）当座貸越契約
　　当社及び連結子会社（株式会社ニューヨーク・ニューヨーク）においては、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響に伴う財務状況悪化のリスクや運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６
行と当座貸越契約を締結しております。

　　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 3,450,000千円
借入実行残高 150,000千円
　差引額 3,300,000千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,300,000株 －株 －株 10,300,000株

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 399,743株 －株 －株 399,743株

（３）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年３月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 74,251 7.5 2019年12月31日 2020年３月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年３月23日
定 時 株 主 総 会

普通
株式

利　益
剰余金 19,800 2 2020年12月31日 2021年３月24日

（４）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はございません。
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７．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しており、
一時的な余資は運転資金として利用しております。
　なお、当連結会計年度については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う手元流動性の
確保を目的に短期資金として取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。
　デリバティブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針
であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　金融資産の主なものには、現金及び預金、売掛金、立替金、投資有価証券、長期貸付金、敷金
及び保証金があります。
　預金については、主に普通預金であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入先は
信用度の高い銀行であります。
　営業債権である売掛金、立替金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、経理規程及び債
権管理マニュアルに従い取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把
握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されておりますが、経理規程及び債権管理マニュアル
に従い定期的にモニタリングを行い管理しております。
　敷金及び保証金は、主に賃貸借契約に係る敷金・保証金として差入れており、債務者の信用リ
スクに晒されておりますが、契約満了時に一括して返還されるものであります。
　金融負債の主なものには、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等、長期借入金、長期預
り敷金保証金、リース債務があります。
　営業債務であります買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税の未払額であり、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納
付期限が到来するものであります。
　短期借入金は、主に新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う手元流動性の確保や運転資金
の効率的な調達を行うことを目的としたものであります。
　長期借入金は、主に設備投資等に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で
決算日後７年であります。
　このうち一部については、支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引
（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。
　デリバティブ取引は、長期借入金に係る支払利息の変動リスクに対するヘッジを目的とした金
利スワップ取引であります。

－ 12 －
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　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法
等については、前述の「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項⑷　会計方針に関
する事項　⑥　重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
　長期預り敷金保証金は、フランチャイジーとの加盟店契約に基づく店舗賃貸借契約の転貸に対
するものであり、契約満了時に一括して返還するものであります。
　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に必要な資金の調達を目的としたも
のであり、償還日は決算日後５年であります。
　また、これらの営業債務及び金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループ
は各社が月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて
おりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

①　現金及び預金 1,195,214 1,195,214 －
②　売掛金 422,352
　　貸倒引当金（＊1） △3,209

419,143 419,143 －
③　立替金 528,195
　　貸倒引当金（＊1） △10

528,185 528,185 －
④　投資有価証券（＊2） 4,867 4,867 －
⑤　長期貸付金（＊3） 113,497
　　貸倒引当金（＊1） △6,937

106,559 106,452 △106
⑥　敷金及び保証金 191,432 190,394 △1,038
　　　資産計 2,445,402 2,444,257 △1,144
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑦　買掛金 98,446 98,446 －
⑧　短期借入金 150,000 150,000 －
⑨　未払金 1,722,424 1,722,424 －
⑩　リース債務（＊3） 15,678 15,042 △636
⑪　未払法人税等 46,214 46,214 －
⑫　長期借入金（＊3） 2,572,485 2,567,559 △4,925
　　　負債計 4,605,248 4,599,687 △5,561

（＊1）　売掛金、立替金、長期貸付金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊2）　連結貸借対照表に記載している投資有価証券のうち、時価のある上場株式についてのみ表示し

ております。
（＊3）　１年内回収予定の長期貸付金（連結貸借対照表上は、流動資産「その他」29,116千円が含まれ

ております）、１年内返済予定の長期借入金、１年内返済予定のリース債務（連結貸借対照表
上は、流動負債「リース債務」で表示しております）は、それぞれ長期貸付金、長期借入金、
リース債務に含めて表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項
資産

①現金及び預金、②売掛金、③立替金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

④投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤長期貸付金
　長期貸付金の時価の算定は、個別ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り
等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定してお
ります。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの
割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により時価を算定しております。

－ 14 －
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⑥敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価の算定は、償還予定時期を見積り、国債の利回り等適切な指標で
割り引いた現在価値により算定しております。
　また、（注）２．に記載の敷金及び保証金については、時価を算定することが極めて困
難であるため、時価が確定できる敷金及び保証金のみ連結貸借対照表計上額及び時価を記
載しております。

負債
⑦買掛金、⑧短期借入金、⑨未払金、⑪未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑩リース債務
　リース債務の時価の算定は、元利金の合計額を、同様の新規リースを行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑫長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期的に市場金利が反映されており、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　一部変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており（下記
デリバティブ参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様
の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によ
っております。

デリバティブ
　　　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式　（＊1） 10,000

投資事業有限責任組合出資金　（＊1） 9,556

その他出資金　（＊1） 118

敷金及び保証金　（＊2） 1,216,843

長期預り敷金保証金　（＊3） 163,927
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（＊1）　市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、「⑵　金融商品の時価等に関する事項　④　投資有価証券」
には含めておりません。

（＊2）　市場価額がなく、かつ、契約等において、退去日が確定していないため将来キャッシュ・フロ
ーを合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑵
金融商品の時価等に関する事項　⑥　敷金及び保証金」には含めておりません。

（＊3）　市場価額がなく、かつ、契約等において、退去日が確定していないため将来キャッシュ・フロ
ーを合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑵
金融商品の時価等に関する事項」の表には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

現金及び預金 1,195,214 － －

売掛金 422,352 － －

立替金 528,195 － －

長期貸付金 29,116 79,934 4,446

敷金及び保証金 37,648 104,316 49,468

合計 2,212,528 184,250 53,914

８．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 270円00銭
（２）１株当たり当期純損失 △19円87銭
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10．重要な後発事象に関する注記
　　(多額な資金の借入）

　当社は、2020年12月24日開催の取締役会において、2020年５月に調達した総額30億円は取引期限
通り、2020年12月30日に一括返済し、新たに当座貸越限度額の範囲内で運転資金を安定的に調達す
ることを目的として総額15億円の借入による資金調達を実行することを決議し、2021年１月７日に実
行いたしました。

調達先 当座貸越限度額 調達額 実行日 取引期限

横浜銀行 1,500百万円 750百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

三井住友銀行 700百万円 350百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

みずほ銀行 400百万円 200百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

三菱UFJ銀行 400百万円 200百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

11．その他の注記
（１）減損損失

　　減損損失を認識した資産
場所 用途 種類

神奈川県横浜市他９件 内装設備、美容器具
直営店舗

建物、工具、器具及び備品
のれん

東京都渋谷区他６件 内装設備、美容器具
直営店舗 建物、のれん

大阪府大阪市２件 内装設備、美容器具
直営店舗 建物、工具、器具及び備品

埼玉県越谷市 内装設備、美容器具
直営店舗 建物、工具、器具及び備品

兵庫県加古川市 直営店舗 のれん

資産のグルーピングの方法
　当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位と
した資産のグルーピングを行っております。

減損に至った経緯
　店舗については、移転、閉店などにより設備等を全て除却する方針が当連結会計年度末におい
て機関決定した店舗について使用価値を零とみなし帳簿価額全額を減損損失として51,047千円（建
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物44,476千円、工具、器具及び備品370千円、のれん6,199千円）計上し、営業損益がマイナスであ
る店舗については、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスとなるため、帳簿価額全
額を減損損失として46,066千円（建物29,513千円、工具、器具及び備品11,219千円、のれん5,333
千円）計上しております。また、売却方針が機関決定された店舗については正味売却価額まで減額
し減損損失として800千円（建物800千円）計上しております。
　のれんについては、計上対象店舗の経営権を譲渡したことによりのれん評価時における事業計
画による投資回収を見込めなくなったことから、譲渡時におけるのれん未償却残高全額を減損損
失として21,199千円計上いたしました。

　なお、回収可能価額の算定は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー
に基づく使用価値がマイナスとなる店舗については、回収可能価額を零として評価しています。

　　減損損失の内訳
建物 74,790千円
工具、器具及び備品 11,589千円
のれん 32,733千円

（２）資産除去債務に関する注記
　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要
　本部事務所及び美容室店舗の建物賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法
　過去において類似の資産について発生した除去費用の実績から割引前将来キャッシュ・フロ
ーと使用見込期間を取得から15年～25年と見積り、割引率は当該耐用使用見込期間に対応する
国債の発行利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 565,785千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 30,549千円
契約内容変更による減少額 △5,893千円
時の経過による調整額 2,887千円
資産除去債務の履行による減少額 △26,062千円
期末残高 567,266千円

（３）追加情報
（会計上の見積り）
　当社グループは、新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態宣言を受け、感染症拡大並びにお客
様、従業員の安全確保のため、2020年４月８日から2020年５月６日まで一部店舗を除き臨時休業し、
その後も入客数が減少するなど当社の事業活動にも大きな影響を及ぼしております。
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　これにより、今後も当社グループの業績に影響が及ぶことが想定されますが、新型コロナウイルス
感染症の広がりや収束時期の見通しは不透明な状況にあります。
　当社グループでは、業績への影響は、2021年春以降に収束に向かうと仮定して、固定資産の減損、
繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
　なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては今後の当社グル
ープの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

－ 19 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品　　　　　　　　　　　　月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げにより算定）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　２年～40年
工具、器具及び備品　　２年～10年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。
（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。
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（３）引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債
務の見込額は、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給を
退職給付債務とする方法）により計算しております。

③　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業
年度に負担すべき額を計上しております。

④　株主優待引当金　　　　　　　株主優待制度に基づく発生に備えるため、翌事業年度以降の利
用により発生すると見込まれる額を計上しております。

（４）重要な外貨建の資産及び負債
　　の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換
算し、為替差額は損益として処理しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法
　　①　ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用しております。
　　②　ヘッジ手段及びヘッジ対象　　ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金の利息
　　③　ヘッジ方針　　　　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引を

行っており、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であ
ります。

　　④　ヘッジの有効性の評価方法　　特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を
省略しております。

（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はございません。
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３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取手数料」（前事業年度
1,306千円）については、金額的重要性が高まったため、当事業年度より独立掲記しております。

４．会計上の見積りの変更に関する注記
（会計上の見積りの変更）
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、従来、株主優待引当金は株主総会後申込基準日時
点から発生すると見込まれる金額を引当金計上としていましたが、2018年12月末実施優待制度変更
から２年が経過し、申込・利用状況に関する実績を新たに入手することが可能となったため、当事業
年度末より、優待権付与基準日である期末日現在において発生すると見込まれる金額を計上する方法
に変更しております。
　これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益がそれぞれ28,392千円減少し、税引前当期純損
失が28,392千円増加しております。

５．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 3,111,399千円

　　　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

（２）偶発債務
下記関係会社の支払家賃に対し債務保証を行っております。
株式会社ニューヨーク・ニューヨーク
株式会社ダイヤモンドアイズ

（月額）　13,112千円
（月額）　 2,127千円

（３）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 246,912千円
②　長期金銭債権 120,053千円
③　短期金銭債務 60,037千円
④　長期金銭債務 371,060千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高 2,501,284千円
②　販売費及び一般管理費 109,965千円
③　営業取引以外の取引高 251,774千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 399,743株 －株 －株 399,743株

８．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
資産除去債務 106,868千円
減損損失
退職給与引当金否認額

31,405千円
14,705千円

子会社株式評価損否認額 3,004千円
未払費用 1,858千円
未払事業税 1,147千円
繰延資産償却超過額 1,911千円
店舗閉鎖損失否認額 2,404千円
有価証券評価損否認額 7,060千円
原状回復費用 1,220千円
未払事業所税 558千円
貯蔵品評価損否認額 200千円
税務上の繰越欠損金 36,261千円
株主優待引当金否認額 9,637千円
その他 4,893千円
繰延税金資産小計 223,139千円
評価性引当額 △11,514千円

繰延税金資産合計 211,625千円
繰延税金負債

建物簿価（資産除去債務） △84,167千円
閉鎖損失子会社負担益否認額 △4,535千円
未収還付事業税 △892千円

繰延税金負債合計 △89,596千円
繰延税金資産の純額 122,029千円
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９．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上された固定資産のほか、工具、器具及び備品の一部については、所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。

10．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会 社 等 の
名 称 住 所 資本金

（千円）

事 業 の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内　容

取引金額
（千円）
（注）６

科　目
期末
残高

（千円）
（注）６役員の兼

任 等
事 業 上
の 関 係

子会社 株式会社
アッシュ

横 浜 市 中
区 50,000 美 容 業 100.0 － －

店舗設備
貸与等

（注）１
1,635,460

売掛金 111,778
商標使用許諾

契約等
（注）１

357,475

業務委託契
約等

（注）２
156,731

敷金及び保証金
の預り 39,850

未収入金 40,622

預り敷金・
保証金 371,060

事務所賃貸借
契約等

（注）１
7,590 未払金 11,429

店舗設備使用
料減免

（注）８
130,731 － －

経費等
代行払 － 立替金

（注）４ 18,329
経費等
代受 － 仮受金

（注）５ 7,737

子会社
株式会社
ニューヨー
ク・ニューヨ
ーク

京 都 市 伏
見 区 50,000 美 容 業 100.0 取締役

１名 役 員 の 兼 任

店舗設備
貸与等

（注）１
15,600

売掛金 1,881業務委託契
約等

（注）２
4,920

開発業務委
託契約等
(注）２

12,000 未払金 1,295

経費等
代行払 － 立替金

（注）４ 713
支払家賃
債務保証 13,112 － －

子会社
株式会社
スタイルデザ
イナー

横 浜 市 中
区 50,000 美 容 業 100.0 取締役

１名 役 員 の 兼 任

店舗設備
貸与等

（注）１
12,671

売掛金 6,941
業務委託契約

等
（注）２

24,050

商標使用許諾
契約等

（注）１
32,933

経費等
代行払 －

未払金 1,400
立替金

（注）４ 6,034

－ 24 －
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種 類 会 社 等 の
名 称 住 所 資本金

（千円）

事 業 の
内 容
又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内　容

取引金額
（千円）
（注）６

科　目
期末
残高

（千円）
（注）６役員の兼

任 等
事業上の
関 係

子会社 株式会社
Ｃ＆Ｐ

横 浜 市 中
区 30,000 美 容 業 100.0 取締役

１名 役員の兼任

店舗設備
貸与等

（注）１
202,247

売掛金 21,496業務委託
契約等

（注）２
20,340

敷金及び保証
金の差入 － 敷金及び保証金 22,935

店舗設備使用
料減免

（注）８
16,638 － －

経費等
代行払 －

未払金 1,318
仮受金 28,576
立替金

（注）４ 7,676

資金の
回収 14,280

1年内長期貸付金 14,280

長期貸付金 50,020
利息の
受取

（注）３
587 未収収益 1

子会社
株式会社
東京美髪芸術
学院

東 京 都 中
央 区 10,000

理美容師
の人材育
成・教育
事 業

100.0 － －

賃貸借契約
等

（注）１
3,060

売掛金 1,061業務委託
契約等

（注）２
8,560

店舗技術者
の教育・研修
の委託契約

（注）２
79,578 未払金 8,255

経費等
代行払 － 立替金

（注）４ 3,574

子会社
株式会社
ダイヤモンド
アイズ

横 浜 市 中
区 10,000 美 容 業 100.0 － －

店舗設備
貸与等

（注）１
18,484

売掛金 2,310業務委託
契約等

（注）２
7,190

経費等
代行払 － 立替金

（注）４ 164
支払家賃
債務保証 2,127 － －

店舗設備使用
料減免

（注）８
1,578 － －

資金の
貸付

（注）３
10,000

長期貸付金 20,000
資金の
回収 3,500

利息の
受取

（注）３
150 未収収益 480

非連結
子会社

Arte Straits 
Holdings 
Pte.Ltd.

シ ン ガ ポ
ー ル 共 和
国

550,000
SGD 美 容 業 －

（注）7 － －

資金の
貸付

（注）３
3,994 1年内長期貸付金 8,583

資金の
回収 6,188 長期貸付金 27,098

利息の
受取

（注）３
313 未収収益 299

－ 25 －
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２．業務内容を勘案して、両者協議の上で決定しております。
３．資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。
４．貸借対照表上は、流動資産「その他」で表示しております。
５．貸借対照表上は、流動負債「その他」で表示しております。
６．取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。
７．当社の役員及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。
８．新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言中の店舗休業期間の店舗設備使用料を減免
　　しております。

11．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 187円58銭
（２）１株当たり当期純損失 △７円17銭

12．重要な後発事象に関する注記
　　（多額な資金の借入）

　当社は、2020年12月24日開催の取締役会において、2020年５月に調達した総額30億円は取引期限
通り、2020年12月30日に一括返済し、新たに当座貸越限度額の範囲内で運転資金を安定的に調達す
ることを目的として総額15億円の借入による資金調達を実行することを決議し、2021年１月７日に実
行いたしました。

調達先 当座貸越限度額 調達額 実行日 取引期限
横浜銀行 1,500百万円 750百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

三井住友銀行 700百万円 350百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

みずほ銀行 400百万円 200百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

三菱UFJ銀行 400百万円 200百万円 2021年１月７日 2021年６月30日

13．その他の注記
（１）減損損失

減損損失を認識した資産
場所 用途 種類

神奈川県横浜市７件 内装設備、美容器具 建物、工具、器具及び備品
東京都渋谷区他４件 内装設備、美容器具 建物、工具、器具及び備品
埼玉県越谷市１件 内装設備、美容器具 建物、工具、器具及び備品

－ 26 －
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資産のグルーピングの方法
　当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位とした資産
のグルーピングを行っております。

減損に至った経緯
　店舗については、移転、閉店などにより設備等を全て除却する方針が当事業年度末において機
関決定した店舗について使用価値を零とみなし帳簿価額全額を減損損失として43,044千円（建物
42,888千円、工具、器具及び備品156千円）計上し、営業損益がマイナスである店舗については、
将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスとなるため、帳簿価額全額を減損損失として
19,177千円（建物13,650千円、工具、器具及び備品5,526千円）計上しております。また、売却方
針が機関決定された店舗については正味売却価額まで減額し減損損失として800千円（建物）計上し
ております。
　なお、回収可能価額の算定は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー
に基づく使用価値がマイナスとなる店舗については、回収可能価額を零として評価しています。
減損損失の内訳
建物 57,338千円
工具、器具及び備品 5,682千円

（２）資産除去債務に関する注記
　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要
　本部事務所及び美容室店舗の建物賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法
　過去において類似の資産について発生した除去費用の実績から割引前将来キャッシュ・フロ
ーと使用見込期間を取得から15年～25年と見積り、割引率は当該耐用使用見込期間に対応する
国債の発行利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 365,753千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 16,460千円
契約内容変更による減少額 △5,179千円
時の経過による調整額 1,932千円
資産除去債務の履行による減少額 △23,253千円
期末残高 355,713千円

－ 27 －
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（３）追加情報
（会計上の見積り）
　当社は、新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態宣言を受け、感染症拡大並びにお客様、従業
員の安全確保のため、2020年４月８日から2020年５月６日まで一部店舗を除き臨時休業し、その後
も入客数が減少するなど当社の事業活動にも大きな影響を及ぼしております。
　これにより、今後も当社の業績に影響が及ぶことが想定されますが、新型コロナウイルス感染症の
広がりや収束時期の見通しは不透明な状況にあります。
　当社では、業績への影響は、2021年春以降に収束に向かうと仮定して、固定資産の減損、繰延税金
資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

　なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積り・判断を行っておりますが、新型コロナウ
イルス感染症拡大の状況や影響については不確定要素が多いため、その状況によっては今後の当社の
財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

－ 28 －
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